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平成２４年１２月１４日 
多賀城市総務部地域コミュニティ課 

３６８－１１４１ 内線    
 

平成２４年１１月２９日付けで多賀城市が単独で申請していた東日本大震

災復交特別区域法に基づく復興推進計画について、本日、下記のとおり、内閣

総理大臣から認定され、認定書が手交されたので、お知らせします。 

 
 

記 
１ 計画の名称  まちづくり推進特区計画 

２ 特区の目的等 

  多賀城駅周辺地区に商業、医療・福祉・介護産業、生活サービス業等を集

積させ、雇用機会の創出及び地域経済の活性化を目指すもの。 

（別紙の概要書を参照願います。） 

３ 手交の状況   

  復興庁 宮城復興局 復交特区担当 参事官 小泉 智明 氏ほか１名が、

午後１時３０分に多賀城市役所を訪れ、内閣総理大臣の認定書を多賀城市長

菊地健次郎に手渡しした。 
 

■このことについての問い合わせは・・・ 

多賀城市市長公室震災復興推進局 

３６８－１１４１ 内線２６１ 

多賀城市からのお知らせ 

多賀城市単独での商業・生活サービス産業集積特区認定！ 

まちづくり促進特区の認定について 
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